












先進国企業か らの技術導入 ・技術模倣 いわゆる 「従属的」な技術依存を通
じて,わずか10年余 りの短い期間に,著 しい成長を成 し遂げている。そ し
て,1992年には韓国企業のみならず,後 発企業 としては初めてマーケット・
シェア トップの座に就き,18年間にわたってそれを保持 している(2010年基






このように,後か ら参入 して きた三星電子がいかにして先進国企業を凌駕
するほどの競争力を持つようになったのか という問いに対 して,先 行研究で
は主に先進国企業か らの技術導入や政府の役割,財 閥企業の経営戦略(海 外
直接投資DRAMへ の集中,オ ーナーのカリスマ性など)にその答えを求め
ていた。 とくに,技術に関 しては,包括的な意味で先進国企業か らの技術導








ればならない ということを意味 し,基盤技術が脆弱な三星電子 としては極め
て厳しい局面をむかえていたといえよう。さらに,256M以降(1992年)は次
世代製品開発に際 して新 しい概念の技術開発が必要 とされる一方,費 用の面
においてもこれまでより,2倍以上の研究開発の投資費用が要求されるように
なった。
三星電子の著 しい発展は,ま さにこうした厳 しい状況を乗 り越えて達成さ
れたものであ り,したがって,90年代以降における韓国半導体産業の発展要
因を説明するためには,新 たな視点をくわえる必要性があると思われる。 と
いうの も,技術的に限界性を有 していた三星電子が先進国企業 との協力関係
を持たずにして,ま た,自主開発のみに依存 して最先端 ともいえるべ き技術
を蓄積 したということには,少 々疑問が残るか らである。言いかえれば,戦
略的提携なしでは,三星電子の今 日的発展はなかったといって もよい。それ
ゆえ,その発展を,戦略的提携論を抜 きにして議論することはで きない と言
わざるをえない。










をあてて,同 社がいかにして脆弱な保有資源の問題を改善 ・克服 して著 しい





るものの,約320億ドルと第2位 の三星電子(約170億ドル)と は約2倍 と
いう大差をつけて,ト ップの座に就いている。ここで注 目すべ きは,後発企
業であった三星電子の躍進ぶ りである。2002年,同社はかつて世界半導体産









は170億ドルを超えてお り,過去,こ れほど急激に成長 し,これほど長い期
間にわたって トップの地位を維持 して きた企業は他に例を見ない といわれて
いる。
では,こ うした三星電子の競争力は何に規定されているのだろうか。これ
までの先行研究では,主 に以下の3つ の視点か ら検討されて きた。第1に,
より多 くのシェアと利益を獲得すべ く積極的な設備投資を通 じて先進国か ら







主開発段階へ移行 したと主張する蓑容浩の 「技術移転論」4)である。第3点 目
は韓国半導体産業の発展要因を外部的担い手 として,「日米企業⊥ 内部的担
い手 として 「国家⊥ 「財閥企業」の三者の相互関係か ら把握するという宋娘
沃の 「三者同盟論J5)である。これらの先行研究 自体,三 星電子の競争力を決
定づける重要な要因のひとつ として異論はないが,そ れぞれが限界を有 して
いるの も,ま た,事実である。
まず,技 術 ・熟練節約的発展論は,半導体企業 との共同開発の過程で技術
が培養され,そ れが製造装置の技術的発展につながる結果になったというこ
とを看過 している。これまで,三 星電子 と装置メーカーは互いに欠落 してい
る技術的資源を相互補完するといった相互作用に基づいて装置の開発を進め




















い技術的限界に直面 した三星電子が,その代替策 として自主技術開発 と並列
して戦略的提携を積極的に活用 して きた事例を,この分析枠組みでは十分に




それ ら巨大企業 とグローバル市場で競争を展開 してい くためには,提携が重
要な戦略的手段であったことを意味するに他ならない。 しか し,蓑の研究で
は戦略的提携を,韓 国企業の技術 レベルが相当の水準までに到達 しているこ





企業を先導するほか,マ ーケ ット・シェア率において も世界1位 を獲得 した
時期である。こうした成果は企業成長の過程で蓄積された技術やノウハウに
よるもの,と してみることもで きるが,自 社独自の技術能力を超える技術分
野に対 してはどのように対応 していったかを説明することがで きないのであ
る。この点が明 らかにされない限 り,韓国半導体産業の発展要因の全体像を
解明することはで きない と言わざるをえない。








業内で,は じめて 日米企業 と対等な関係で戦略的提携を結んだのも90年代に
入ってか らのことである。
以上のような事実は,90年代以降,技術的資源の制約を受けていた三星電
子が最先端技術の獲得を求めて 日米企業 との戦略的提携を積極的に推進 して
きた流れ と見ることがで きる。 したがって,産 業発展の一要因として 日米多
国籍企業 と財閥企業 との関係を論 じるのであれば その手段 として取 り上げ
られている技術導入の視点のみならず,財 閥企業 との相互関係か らなる戦略
的提携の視点にまで射程をもつ必要性があるだろう。
しか しなが ら,宋の研究では,「日米企業が韓国半導体産業の形成と発展に
貢献 して きた」 としなが らも,日米企業 と財閥企業 との戦略的提携を半導体
産業発展の重要な手段 として位置づけるという視点が不十分である。
他方,三 星電子が世界市場で トップの地位にいる現在において,日 米企業
による技術移転はほとんど無 くなったとして も,未だに様々な形での政府か
らの支援が存在するの も確かな事実である。 しか し,これは副次的な要因と
して捉えるべ きであ り,90年代以降の韓国半導体産業の発展要因を的確に捉
えるためには,企業戦略の観点か らの分析が不可欠であると指摘せざるをえ
ない。そ して,そ の一環 として注 目されるのが 日米企業(と くに日本企業)






一」「経営教育研究(韓 国経営学会)』第9巻 第2号 ,65頁。宋自身も著書のなか




縮 デ ファク トス タンダー ドの リー ドな どを 目的 に行 われ る ものであ り,本
稿では,「競争関係にある企業同士が対等性 を維持 しながら,競争力を高める
という明確な戦略的意図の もとで,共 通の 目的をもち,それを達成するため
に協力すること」 として捉える。ここで指摘する目的とは,「それぞれの自社
の中核 となる資源を融合させ,新 たな価値創造を実現すること」である9)。そ
















1 1 Intel 33,767 32,410 一4 .0 14ユ%
2 2 Samsung 16,902 17,496 3.5 7.6
3 3 Toshiba 11,081 10,319 一6 .9 4.5
4 4 TI 11,068 9,671 一12 .6 4.2
5 5 STMicroelectronics10,325 8,510 一17 .6 3.7
8 6 Qualcomm 6,447 6,409 一1 .1 2.8
9 7 Hynix 6,023 6,246 3.7 2.7
12 8 AMD 5,455 5,207 一4 .6 2.3
6 9 RenesasTechnology7,017 5,153 一26 .6 2.2
7 10 Sony 6,950 4,468 一35 .7 1.9
出所:アジ ア経 済 新 聞(韓 国 語),2010年3月18日
(http://www.asiae.co.kr/news/view.htm?idxno=2010031800012604755)
2010.8.20(現資 料 はisuppliusA,一部 修 正)。
9)戦 略 的提 携 の詳 しい 議論 につ い て はHame1,G,Y.L.Doz.,C.K,Prahalad.,(1989),Col-
laboratewithyourCompetitorsandWin,HarvardBusinessReview,Jan-Feb,野
中郁 次 郎(1991)「戦 略提 携序 説 」 「ビジ ネ ス ・レ ビュ ー』Vol.38,No.4,伊藤 邦
雄 ・鈴 木 智 弘(1991)「戦 略 的提 携 に よ るグ ロー バ ル リ ンケ ー ジ の 創 造 」 『ビジ ネ
ス ・レビ ュー 』Vol.38,No.4,山下達 哉(1994)「戦 略 的 提携 に よ る競 争優 位 の構
築 」 「富 士 論 叢 』 第40巻 第1号,Yoshino,M.Y.,Rangan,U.S.,(1995),Strategic
Alliances,HarvardBusinessSchoolPress,松行 彬 子(2000)「国 際 戦 略 的 提 携 』
中 央 経 済社,徳 田 昭 雄(2000)『グ ロ ーバ ル 企業 の戦 略 的提 携 』 ミネル ヴ ァ書 房 を





務(当 時)は 「今後パソコンやマルチメディア機器は世界的に普及 し,半導




現在 も,留まることをしらず,こ れほどまでに長期問にわたって,持 続的に
高度成長をし続ける産業は他に類を見ない。 しか し,その一方では,メーカ
ー間の技術革新競争 も激 しく,現状で満足 していては,事業を行う上で一歩
も二歩 も後退を余儀なくされる。
他方,前 節では韓国半導体産業の発展要因を,と くに90年代以降に焦点を
当てて分析する場合,戦 略的提携に関する議論を抜 きにして明 らかにするこ
とはで きない ということを明 らかにしている。後発企業である韓国企業,と




















か く,外部資源を積極的に活用 しなが ら,次世代製品の開発を進めるという
戦略的視点が企業にとって必要になってきたことを意味するにほかならない。
たとえば,表2で 見るように,1Mの半導体を生産するためには,研究開発
費用 と生産ライン建設費用を合わせて約3億8千 万 ドルの投資費が必要であ


















期 といって も,各製品のライフ ・サイクルは集積化が増すにつれて短縮化の










したがって,次 世代製品を開発 した時点か ら量産,そ して販売 といった一
連の企業行動を最長で も3年以内に完了 させねばならない。なぜなら,表3
で示 しているように,三星電子を含めて東芝,NECのようなDRAM産業で常


















このような厳 しい競争条件のなかで迅速な戦略行動がで きなければ,グ ロ
ーバル競争か らの落伍は必至である。 しか も,新 しい世代が登場する度に上
述 した一連の企業行動を継続 して行う必要性があ り,企業にとって大 きな負
担になっているのも,また,事実である18)。そして,こ れは半導体事業を展開
してい くうえで,企 業単独の能力では対応で きなくなっていることを意味す


























うした厳 しい経営環境に耐えきれず,撤 退を余儀なくされた企業例は数多 く
存在 している。たとえば,90年代半ばまでは,DRAM産業に進出している企
業は20社であったのに対 して,2006年からは8社 と半分以上の企業が撤退 し
ている(表4)。
(表2)DRAM世代別投資費 (単位:億ドル)
1M 4M 16M 64M 256M 1G
量 産 ライ ン投 資 3.5 6 10 15 30 60
主要設備数(台) 138 203 261 310 400 500




64K 256K 1M 4M 16M
三星電子 82.2--85.185.1--86.387.3--89ユ 89.4--91.29 .1～94ユ
NEC 803～82.3 83,184.3 85.2～88ユ 883～90.4 91.1--94.1










が進み,以 前にも増 して設備投資 と研究開発の巨額化が要求され,事 業遂行










Micron 三星 電子 三星電 子






























Mの共同開発を巡る三星電子 とNECとの戦略的提携の事例 を取 り上げ,それ







年代以降,三 星電子がDRAM分野で著 しい成長を成 し遂げるや,先進国か ら
技術移転の拒否,特 許提訴など,様々な形での技術牽制を受けるようになり,








た,16M世代開発は,lM・4M世代の開発と量産を通 じて蓄積 した技術 と経







































まず,時 間的な余裕がない一方で,投 入で きる資源にも制約があ り,財務的
なリスクも大 きい という現状問題に直面する。それゆえ,三星電子は自主技




















26)日経BP社 編 『日経 ビ ジ ネ ス』1993年8月30日 号,42頁 。
27)毎 日経 済新 聞,1995年12月8日 付 け(韓 国語)。
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略を展開して きた企業であ り,自社技術に対する絶対的な信頼 と強みの自負
か ら戦略的提携には消極的であった。 しか し,90年代に入ると外部的問題 と
して,急 激に進む円高現象や,バ ブル崩壊による不況問題,半 導体摩擦が浮
上 し,内部的には,巨額な研究開発投資 設備投資と技術的資源の不足など,
経営資源の制約 という緊急問題が発生 していた。よって,よ り効率的な経営
を図るために,率先 して戦略的提携を進めるようになったのである29)。つまり,
NECは90年代以降,環境変化が急激に進むなかで,これまで世界半導体市場
を席巻 して きたNECといえども自社内部の経営資源だけでは,も はや対応で
きなくなったという背景があった。そこで,三 星電子 と戦略的提携 という協
力関係を構築 することで,膨 大な投資費を含めて様々な自社資源を半分で済
28)中塚 晴 夫(1999)「256MDRAM開発 にお け るIBM,シ ー メ ンス及 び東 芝 のパ ー ト
ナ リ ング 」 『オ ペ レー シ ョ ンズ ・リサ ー チ:経 営 の 科 学(日 本 オ ペ レー シ ョンズ ・
リサ ー チ 学 会)』Vol.44,No.10(10月号),542-543頁,546頁。
29)小川 卓 也(1995)「戦 略 的提 携 一[競 争 しなが ら協 力 して い く]関 係 とは何 か:パ
ー トナ ー シ ッ プ戦 略 の 【理 論 と実 践 】』 エ ル コ,279頁,日 本 電 気 社 史 編 纂 室 編






するということで,当 時の 日韓両国のマスコミに大 きく取 り上げられ,報 じ
られていたことは記憶に新 しい。そ して,こ の提携は膨大な研究費用の負担
を軽減することを主な目的 としていたが,そ の他に三星電子がNECに対 して
0.25m線幅具現の加工技術 を利用 した論理回路についての技術協力を要請 し
ていた。それに対 して,三 星電子半導体部門企画部長(当 時)崔 生林氏は,
「従来のDRAMを構成する基本セル(素子)構造 とは異なる全 く新しいセルを
共同開発する予定である」と述べている3°)。要するに両社の提携はDRAM製造
に関する技術協力であ り,とりわけ,(設計/マ スク設計分野)と 前工程(ウ
ェハー加工)分 野での微細加工技術に関する技術協力であったといえよう(図
2)a
ところで,半 導体を製造するための技術 といって も,その領域は①要素技
術,② インテグレーション技術,お よび,③量産技術の3つ に分けられる。
とくに①は半導体製造工程を構戒 する最小基本単位のプロセス技術のことを













とくにチ ップ当 た りの素子の数が多 けれ ば,記 憶容量 も増 える32)。その反面,
チ ップの小型化が進め ば進 むほ ど,コ ス ト削減効果 は大 きくな り,企 業の利
益率 も大幅 にアップす る。た とえば,チ ップの面積が80%に なれば,理 論上,
生産性(1枚 の ウェハ ーにか らとれる個数)は25%上 が る。そ して,60%に
なれ ば,60～70%の生産性が 向上す る と言 われている33)。
総 じてい えば,チ ップの面積 を極限 まで に小 さ くし,そ の なか に,よ り多
くの素子 を集積す るこ とで,製 品の機能 と性能が向上す る。その ため,い か
に素子の寸法 を極限 まで に小 さ くし,線 の幅 を細 くして ゆ くかが次世代製品
開発の鍵 となるのであ る。 くわえる と,64M用 のチ ップには6千700万 個の
素子が詰 め込 まれ,線 幅 を0.35mま で細めている。 しか し,次 世代製品であ
る256Mを開発するためには,ひ とつのチ ップにお よそ4倍 に相 当す る2億
7千万個以上の素子 を詰め込む必要があ り,そ のためには,線 の幅 も0.25m
までに細 くしなければな らないのである34)。しか も,こ うした加工 は極めて高
い精密度が要求 され るので,わ ずか な塵の付着や微細 な振動 も許 され ない。
この ように,当 時において,256Mレベルの技術分野 は,開 発難易度が極め
て高 く,技 術的課題 も多 く残 されてい た。 しか も,こ の技術分野 は,微 細化
が進 むほ ど,投 資額の巨額化 を含めて,開 発 リス ク も大 きくなる とい う特性
があ った。 よって,既 述の ように,先 進国(主 に 日米企業)企 業 さえ も,戦
略的提携 による共 同開発 を積極的 に進めてい たのであ る。
一方,こ う した微細加工技術の重要性 と開発の困難性 について は韓国政府
も十分認識 してい た。そ して,政 府機関であ る科学技術処(現 教育科学技術
部),逓 信部(現 情報通信部),商 工資源部(知 識経済部)の 主導の下で,1993
年ll月 か ら97年ll月 まで,4年 にわた り,256M関連の核心基盤技術の共 同






も0.25m級の核心工程 開発 に重 点が置かれ35),三星電子 は同 プロジェク トに
参加 しなが らも,NECと戦略 的提携 を推進 していた とい う点 である。
後述の ように,こ の提携 は三星電子が1994年8月29日 に256Mを開発す る
うえで,大 い に影響 してい る。 しか し,同 プロジェク トの統括機関であ る半
導体研 究組合か らは,94年11月 の時点で256Mの開発 に直接結び付 くような
技術的成果があ ったとい う報告 はなされてい ない36)。そ して,三 星電子の256
M開 発 の実態調査 意見書 に よれば,「同社が政府主導の共同研究開発プロジェ
ク ト(次 世代半導体基盤技術開発事業)よ り先 をもって256Mの開発 に成功で
きた要 因は,Patterning技術 を早期に確保 した ことに起 因する もの」37)である
と評価 されてい る。
ここでいうPatterning技術 とは,一 般的な概念で言えば 回路 をシリコン基
板 に数十mの 幅の線で 回路パ ター ンを焼 き付 ける前 に,基 板上 に感光性 の高
分子材料(フ ォ トレジス ト)を 塗布 し,回 路部分,あ るい は回路で ない部分
に極端紫外光等の光 を照射 して,光 反応 によって フォ トレジス ト薄膜 に回路
の基 を描 く,と い う ものであ る。その後,光 反応 した部分,あ るい は逆 に未
反応 の部分 を現像液で洗 い流 して,数 十mの 線幅の回路パ ター ンを作成する38)。
そ して,三 星電子が確保 した とされるPatterning技術 をここで簡略に説明す る
と,以 下の ようであ る。
まず,表5を 見 る と,修 正 ・補完事項 において 「i線技術 は十分 な目標達成
がで きたため に,2年 目か らはDUV研 究 の 目標設定が必要」 と記 されている
35)具体 的 に は,0.25m微 細 化 加 工 及 び生 産 技 術確 保,主 要 半導 体 装 備 及 び素 材 の 国
産化 の基 盤 造成 とい う 目的が 掲 げ られ てい た。 詳 し くは,韓 国科 学 技術 処(1992,4)
「21世紀先 導技 術 開発事 業 一超 高集積 半 導体(256MDRAM)研 究 企画(案)一 』,23
頁 を参 照 され た い 。
36)256MDRAM半導 体 共 同 研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク トの 成 果 に つ い て は 科 学 技 術 処
(1994.12)「93年度 次 世代 半導 体 基 盤技 術 開発 事 業研 究 管 理 及 び評 価 事 業』,47-
48頁を参 照 され た い 。
37)詳 し くは,科 学技 術 処(1994.12)「93年度 次世 代 半 導体 基盤 技 術 開 発 事業 研 究 管
理 及 び 評価 事 業』,234頁を参 照 され た い 。


























39)杉本 茂 樹 ・神 垣哲 也 ・上條 浩幸(2004)「東 芝 レビ ュー』Vol.59No.8,3頁,村上
勝 彦 ・岡 崎 信 次(2003)「EUVリソ グ ラ フ ィ と露 光 装 置 」 「プ ラ ズマ ・核 融 合 学 会
誌』Vol.79,No.3,221頁。
40)毎 日経 済 新 聞,1992年7月15日 付 け(韓 国語)。
41)日本 電気 社 史 編 纂 室 編(1999),前掲 書,873頁 。
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を行なった後,結 果を共有するというものであった42)。そ して,1994年8月






















42)柳町 功(1995)前掲 書139頁 。
43)韓国科 学 技 術 処(1994.12)「93年度 次 世 代 半導 体 基 盤 技術 開発 事 業 研 究管 理 及 び
評価 事 業』,222頁,毎 日経 済 新 聞,1995年8月30日 付 け(韓 国 語)。
44)中央 日報(日 本 語 版),2011年1月5日(http://japanesejoins.com/article/393/
136393.htm1),2011.4.50

























企業間で意見が対立する場合 もあ り,これによって意思決定が遅れる場合 も
46)小川 卓 也(1995)前掲 書,310頁 。
47)日経BP社 編(1996)「日経 ビ ジ ネ ス』ll月ll日 号,162頁 。















く,自社の強みを生か し,日米企業 との戦略的提携を通 じて獲得するように





欠であると指摘せざるをえない。そ して,そ の一環 として注 目されるのが 日
















成膜 レフ ォ トレジス ト塗布 )露 光)現 象 )エ ッチ ン グ ー
リソグ ラフィ
ヤ ・ト・ジスト除去 → 軒 問艦 層形成→ ト・・ジスタ形齢 醐 形成 一
→ ウェハ ー検 査
▼
後工程 (組み 立 て ・検 査) → 出 荷
注:・ この 形 態 が す べ ての 企 業 に 当 ては まるとは 限 らな い。
・後 工 程 の 詳 細 は省 略 して い る。
出所RenesasHP(http://www2.renesas.com/fab/ja/line/line4.html)を参 考 に




課題名 研究機関 研究期間 点数 修正 ・補完事項
判定
Patterning 93.11.16 i線技術 は十分 な目標達成がで
三星 電子 91 継続
技術開発 ～94 .11.15 き た た め に,2年 目か らはDUV
Patterning金星 電子 93.11.16 研究の目標設定が必要
88 継続
技術開発 (現LG電子) ～94 .11.15
Patterning 93.11.16



























造装置を半導体企業に提供する装置メーカーが大 きな役割を演 じて きた。図




と呼ばれる半導体露光製造装置は,「史上最 も精密な機械」54)であ りなが ら,
「ウェハープロセスを代表する製造装置であり,その導入台数でそのラインの
能力,製 造原価などが明 らかになって しまう」55)とも呼ばれている。
さらに,半導体露光製造装置は,日本の半導体企業がDRAM市場で成功 し
52)高田 直樹(1997)「わ が 国半 導 体 製造 装 置 産 業 の現 状 と展 望 」 「富 士 総研 論 集(富 士
総合 研 究所)』97年 工V号,33頁。
53)同上,34頁 。
54)株式 会 社 ニ コ ン精 機 カ ンパ ニ ーHP(http://www.ave.nikon.cojp/pec_j/products
/pdf/NSR.pdf)2010.9.30.









もちろん,半導体の製造工程には,洗浄 ・乾燥装置,薄 膜形成装置,レ ジ
ス ト塗布装置,露 光 ・描画装置,エ ッチング ・剥離装置,欠 陥検査装置,欠
陥修正装置,線 幅 ・座標測定装置,異 物 ・外観検査装など,上述の半導体露
光製造装置のみならず,実 に多くの製造装置が使われていて57),それぞれが重
要な役割を果たしている。さらに,半導体の技術進歩が進むと,全工程の数
も増加するため,装 置の台数 も増大する。 したがって,今 後 も半導体産業に
おいて製造装置の重要度は益々高まってい くと考えられる。
こうした背景か ら,上述のように,韓国半導体産業の発展要因を製造装置
のマイクロ ・エレクトロニクス(ME)化や,さ らには効率的な装置の購入 と
運用に求める研究 も少なくない。 とくに,韓国企業や台湾企業のような後発
企業にとり,装置は最先端技術を入手で きる重要な手段のひとつであった と
















難である。そのため,三 星電子が どの装置メーカーといったい どのような過
程を辿って共同開発を行って きたか という点に関する直接的なデータや資料

































造装置で対応で きなければ 新 しい技術を開発 してそれを装置化することが
必要になるが,製 造装置に体化される新技術のアイデアは,必ず半導体企業










61)中塚 晴 夫(1999)前掲 書,545頁 。
62)吉岡 英 美(2006)前掲 書,10-11頁 。 さ らに,ヒ ッペ ル は大 半 の 製 造 装 置 の イ ノ
ベ ー シ ョ ンは 装 置 メー カー で は な く,半 導 体 企 業 に よ って 行 わ れ て きた こ と を 自
らの調 査 か ら明 らか に して い る。Hippel,EricVon(1988)"TheSourcesoflnnova-
tion,OxfordUniversitypress,榊原清 則 訳(1991)『イ ノベ ー シ ョンの 源 泉 一真 の
イ ノ ベ ー ター は だ れ か』 ダ イヤ モ ン ド社,16頁 。
63)吉岡英 美(2005)「韓 国半 導 体 企 業 の技 術 力 に関 す る考 察 」 『技 術 革 新 型企 業創 生 プ
ロ ジ ェ ク ト(DiscussionPaperSeries)』第5巻 第11号,2頁 。
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ないのである。そ して,新 しく開発された製造装置を実際に使って評価 し,
性能を確認する。その過程で得 られた評価データは装置メーカーにフィー ド
バ ックされ,製 造装置の完成度を高めるための改良,改 善に生かされるので
ある64)。
総 じていえば 上述 した吉岡の指摘のように,「製造装置に体化される新技
術のアイデアは,必ず半導体企業の側か ら発せ られ,装 置メーカーか ら出さ
れることはない」 として も,製造装置その ものを三星電子独自で開発 したわ
けではなく,装置化するための技術については装置メーカー側が担っていた
はずである。 というの も,新技術を装置化するためには,長年の技術蓄積が













シェアの上位10社のなかで,9社が日米企業(そ の内,日 本が5社)で 占められ
ている(産業タイムズ社(2000)「半導体産業計画総覧2000年度版」,598頁)。と
くに,半 導体産業の競争力強化にとって非常に大きな役割を果たす半導体露光製








れ,結 果的 に膨大 な開発費の早期 回収がで きる とい うメ リッ トもあ った。す
なわち,共 同開発 を行 うこ とによって両社が享受す るメリ ッ トは,そ れぞれ
の 中核的 な資源 を持 ち寄 ったこ とで生 まれ た結晶であ る と指摘で きよう。
ところで,1990年代以 降 先進 国企業 間での韓 国企業に対す る技術移転 を
忌避す る動 きが活発化す るなかで,三 星電子 は自社 に適 した専用装置 を 日本
の装置 メーカー と共 同開発することがいかに して可能であったのであろうか。
その背景 として,1990年代初頭 に顕在化 した 日本半導体企業(以 下,日 本企
業)の 収益力低下の問題 を指摘す ることが で きる。当時 日本企業 と米 ・韓 ・
台企業 間の収益力の格差 は一 目瞭然で,そ の要 因 として,日 本企業の コス ト
(法人税,減 価償却 費な ど)の 負担が大 きい ことが指摘 されていた。 日本企業
はこう した問題 を解決す るため に,半 導体事業への投資 を抑制 していたので
あ る。その結果,装 置 メーカーに対 して も,価 格低減 と品質 に対す る厳 しい
要求 をす るようにな り,日 本の装置 メーカーは適正価格で購入 して くれ る企
業 を海外 で求めている状況であった66)。さらに,製 造プロセスの微細化の進展
によ り,1980年代 に比べ て製造装置 の開発 に多大 な時間 と巨額の費用 がかか
るようにな り,装 置 メーカー として は,製 造装置 を大量 に販売 していか なけ
れ ば 収支が合 わな くなって きたのであ る67)。
そ うい う意味で,市 況悪化期で も思い切 って膨大 な設備投資 を断行 し,製
造装置 を適正価格で,し か も大量 に発注 して くれ る三星電子 は 日本の装置 メ
ーカーに とり重要な取引先であった68)。つま り,装 置メーカー に取 り巻 く厳 し
















しか し,半導体企業 と装置メーカー問の協力関係の重要度が増 してい くな
か,技 術漏出が緊急問題 として浮上 している。たとえば,2010年に三星電子
の半導体コア技術が6年 間にわたって,大 量に流出されるという機密漏えい
事件があった。具体的には,同社の導体製作工程だけでなく,半導体生産ラ












格に配慮 して対応 したい。足元の当社のビジネスには影響はない と考えてい
る。」と述べている。
造装 置 の購 入 に14億 ドル を費 や してお り,そ の な かで,51%に あ た る7億6千 万
ドル は 日本 の 装 置 メー カー か らの購 入 で あ っ た(半 導 体 産業 協 会 編(1995)「韓 国
半 導体 製 造装 置 動 向』,54頁)。これ らは三 星 電子 固有 の デ ー タ で は ない が,「製 造
装 置 に 関 して,三 星 電 子 に 匹 敵 す る台 数 を量 産 工 場 に導 入 して い るDRAM企 業 は
な い(吉 岡 英 美(2006),ll頁)」とい う こ とば が 示 唆 す る よ うに,韓 国 半導 体 産
業 の 設 備投 資 額 に お い て 同 社 が 占め る 比 率 を考 慮 す る と,こ れ ら製 造 装 置 の 大 半
を三 星 電 子 が購 入 した もの だ と推 測 され る 。
69)YTNHP,2010年2月3日付 け(http://www.ytncokr/In/0103201002031500237705)
2010.8.30.






本稿では,三星電子の発展要因を戦略的提携の観点か ら検討 して きた。そ
してNECとの戦略的提携の事例をもとに,そ の提携がいかなる成果を引き出
すことがで きたのかを明 らかにして きた。
三星電子はこれまでDRAMの高集積化が進む度に進国企業から技術を導入
し,またそれを足掛か りにして自主開発体制を構築 して きた。また,そ の背
後には政府か らの手厚い支援があった。 しか し,90年代以降,先進国企業か







より先駆けて新技術(次 世代製品)の 開発を完了させ,歩 留まり率の高い量
産体制をいち早 く構築することがで きたのである。
このように 三星電子の次世代製品開発の成果は,これまでのように 技
術導入で もなく,政府の手厚い支援で もない戦略的提携の役割が大 きくなっ




技術的限界に直面 した三星電子が,そ の代替策 として自主技術開発 と並列 し
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て戦略的提携を積極的に活用 して きた証左 として見ることがで きる。それゆ
え,三星電子における半導体事業の競争力向上の諸条件を,これまでのよう
に,政府の手厚い支援 と先進国企業か らの技術導入 としてのみ捉えるのでは
なく,戦略的提携の観点か ら解明することにより韓国の発展要因の全体像を
より鮮明に把握することがで きるのではないか。
(KIMKiYeul/経営学研究科博士後期課程/2012年1月6日受理)
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DevelopmentofKoreaSemiconductorIndustryand
StrategicAlliance
TheCaseofSamsungElectronics
KIMKiYeul
ThispaperisfocusedonthedevelopmentreasonsofKoreaSemiconductor
IndustryfromthenextgenerationproductdevelopmentstrategyofSamsung
Electronics,whichisanalyzedintermsofstrategicalliances.Intheprevious
studies,theyresearchtheanswersmainlyfromtheroleofgovernment,the
introductionoftechnologyfromcompaniesindevelopedcountries,zaibatsu
companies'corporatestrategy(foreigndirectinvestment,concentrationon
DRAM,thecharismaoftheentrepreneurandsoon).Inparticular,itisem-
phasizedthattheachievementofrapidgrowthentirelydependsontechnol-
ogyintroductionfromthecompaniesofdevelopedcountriesinacomprehen-
sivesense.However,itisdifficultforSamsungElectronicstosurpassthe
companiesofdevelopedcountriesonlyonitsownasaleastdevelopmentcom-
pang.Therefore,thedevelopmentofstrategicallianceswithcompaniesin
developedcountriesisoneoftheimportantfactors.
